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○工事請負金中間前金払実施要領 

平成２２年３月３０日 

告示第４９号 

改正　平成２２年９月１日告示第１４５号 

平成２３年４月１日告示第６９号 

平成２４年６月２９日告示第１６８号 

平成２５年３月２９日告示第５１号 

平成２７年３月２６日告示第３７号 

令和元年６月２５日告示第２６号 

令和２年９月２９日告示第２１２号 

令和８年９月１６日告示第１９３号 

（通則） 

第１条　工事請負代金中間前金払の実施については、廿日市市建設工事執

行規則（平成９年規則第２４号。以下「規則」という。）の規定による

ほか、この要領の定めるところによる。 

（実施の範囲） 

第２条　中間前金払の対象は、前金払の支払が既に終了している工事とす

る。 

２　中間前金払の充当は、規則第４６条に定める経費以外に使用してはな

らない。 

（中間前金払の額） 

第３条　中間前金払の額は、請負代金額の１０分の２以内とする。ただし、

中間前払金を支出した後の前払金の合計額が請負代金額の１０分の６を

超えてはならないものとする。 

（一部改正〔平成２７年告示３７号〕） 

（中間前金払の保証に基づく支払） 

第４条　中間前金払の実施に当たっては、公共工事の前払金保証事業に関

する法律（昭和２７年法律第１８４号）第５条の規定に基づく登録を受
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けた保証事業会社（以下「保証事業会社」という。）の保証を受けたも

のに限り支払うものとする。 

（請求及び支払） 

第５条　中間前金払の請求書は、規則第４４条の規定に基づき、当該工事

を発注する担当課で受理し、適正な請求書と保証証書を受けた日から１

４日以内に前払金を支払うものとする。 

（中間前金払の要件） 

第６条　中間前金払は、次の各号に掲げる要件を全て満たしていると認め

られる場合において支払うものとする。 

(1)　工期の２分の１を経過していること。 

(2)　工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものと

されている当該工事に係る作業が行われていること。 

(3)　既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金の額の

２分の１以上の額に相当するものであること。 

（一部改正〔平成２４年告示１６８号・２５年５１号〕） 

（債務負担行為に係る特例） 

第７条　請負者は、債務負担行為に係る契約分については、その出来高予

定額が当該年度内に支出できる見込みのものについて、当該出来高予定

額を対象として中間前金払の請求をすることができる。 

２　債務負担行為に係る契約について前条の規定を適用する場合において

は、同条中の「工期」とあるのは「当該会計年度の工事実施期間」と、

「工程表により工期の２分の１を経過」とあるのは「工程表により当該

会計年度の工事実施期間の２分の１を経過」と、「既に行われた当該工

事」とあるのは「既に行われた当該会計年度における工事」と、「請負

代金額の２分の１以上の額」とあるのは「当該会計年度における出来高

予定額の２分の１以上の額」とする。 

（全部改正〔平成２５年告示５１号〕、一部改正〔平成２７年告

示３７号〕） 

（中間前金払の認定） 
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第８条　担当課は、請負者から認定請求書（別記様式第１号）による請求

があった場合は、第６条各号に掲げる要件を全て満たしていることにつ

いて調査し、当該請求を受けた日から原則７日以内に認定調書（別記様

式第２号）によりその結果を通知しなければならない。この場合におい

て、認定請求書には工事履行報告書を添付させるものとする。 

（追加〔平成２５年告示５１号〕） 

（中間前金払と部分払の選択） 

第９条　中間前金払ができる場合においては、中間前金払と部分払の選択

は、請負者が行うものとし、その併用は、次のとおりとする。 

(1)　請負者は、中間前金払の請求を行った後も部分払の請求をできるも

のとする。 

(2)　請負者は、部分払の請求を行ったときは、さらに中間前金払の請求

をすることはできないものとする。ただし、第７条（債務負担行為に

係る特例）の場合は、翌会計年度以降の出来高予定額に対する中間前

払金については請求をすることができる。 

（追加〔平成２５年告示５１号〕、一部改正〔平成２７年告示３

７号〕） 

附　則 

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

（一部改正〔平成２７年告示３７号〕） 

附　則（平成２２年９月１日告示第１４５号） 

改正　平成２７年３月２６日告示第３７号 

１　この告示は、平成２２年９月１日から施行する。 

（一部改正〔平成２７年告示３７号〕） 

２　この告示の施行の日前に入札公告又は指名通知を行ったものについて

は、なお従前の例による。 

（一部改正〔平成２７年告示３７号〕） 

附　則（平成２３年４月１日告示第６９号） 

改正　平成２７年３月２６日告示第３７号 
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この告示は、平成２３年４月１日以降に契約を締結する工事から適用し、

現に締結している契約については従前のとおりとする。 

（一部改正〔平成２７年告示３７号〕） 

附　則（平成２４年６月２９日告示第１６８号） 

この要領は、平成２４年７月１日から施行する。 

附　則（平成２５年３月２９日告示第５１号） 

改正　平成２７年３月２６日告示第３７号 

１　この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

（一部改正〔平成２７年告示３７号〕） 

２　この告示の施行の日前に入札公告又は指名通知を行ったものについて

は、なお従前の例による。 

（一部改正〔平成２７年告示３７号〕） 

附　則（平成２７年３月２６日告示第３７号） 

１　この告示は、平成２７年３月２６日から施行する。 

２　この告示の施行の日前に入札公告又は指名通知を行ったものについて

は、なお従前の例による。 

附　則（令和元年６月２５日告示第２６号） 

この告示は、令和元年７月１日から施行する。 

附　則（令和２年９月２９日告示第２１２号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附　則（令和８年９月１６日告示第１９３号） 

この告示は、令和８年１０月１日から施行する。 
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（別記）  

様式第１号（第８条関係）  

 

認 定 請 求 書 

 

 
 
 
 
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

 
工事名

 
工事場所 廿日市市

 
工期 　年　月　日から　年　月　日まで

 
請負代金額

  

この工事について、廿日市市建設工事請負契約約款第34条第４項に基づき中間前金払の認定を

請求します。 

 

　　　　年　　月　　日  

 

（受注者）  住所  

氏名  　　　　　　　　  

 

（発注者）　廿　日　市　市　長　様
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様式第２号（第８条関係）  

 

認 定 調 書 

 
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

 
契約の相手方

 
工事名 廿日市市

 
施工場所 廿日市市

 
工期 （元号）　年　月　日から（元号）　年　月　日まで

 

請負代金額

 

適用

  

上記の工事について、その進捗状況を調査した結果、中間前金払をすることができると認定し

ます（認定しません）。  

 

（元号）　　年　　月　　日 

 

 

（発注者）　廿　日　市　市　長　
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(別記)様式第１号（第８条関係） 

（追加〔平成２４年告示１６８号〕、一部改正〔平成２５年告示

５１号・令和元年２６号・令和２年２１２号・令和８年１９３号〕）］ 

様式第２号（第８条関係） 

（追加〔平成２４年告示１６８号〕、一部改正〔平成２５年告示

５１号・令和元年２６号・令和８年１９３号〕） 


